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センター管理から構成員による全学共用機器管理体制

広島大学における全学共用機器管理体制の改革

2019年6月
教育研究環境改善WG答申
2019年10月
 自然科学研究支援開発センター（N-BARD)

の改組に向けた取り組み開始
 独立した3部門による管理体制を廃止
2020年10月
N-BARD新組織構築完了
 構成員と技術職員による全学装置管理

運営体制への移行
 機器共用・分析部門による一元管理

2021年7月
 コアファシリティ事業採択
 工学基盤器機の学内外への共用化体制

の整備に向けた取り組みの開始

2022年4月
共用ガイドライン公開

 全学共用機器管理体制の学内定着
 学内外への新たな運用体制の浸透
 工学基盤機器の外部利用（特に企業）

への共用利用促進

これまでの取り組み

未来共創科学研究本部(本部長：研究担当理事）
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実施体制・仕組み

■計画を上回って進捗している。

• 工学基盤機器の共用化に向けた体制整備を完
了した。本事業で雇用した6名の職員*で企業
との機器共用体制を構築。民間資金の導入に
成功。

*特任教授、特任助教、教育研究補助職員3名、一般契約職員

• コアファシリティ推進室で、技術職員が主体
となり全学共用機器管理・運営の立案を行う。
共用部門で検討して実施する。技術職員が全
学運営に係わる実地訓練の場として、管理業
務を将来担う技術職員の育成に活用。

• N-BARDの3部門が独立した方針で共用機器を
管理していた旧組織から、共用部門による一
元的管理への移行は定着。全学共用機器の整
備要求や概算要求における支援対象機器の選
定は、各ユニットに代表である教員と技術職
員で行う。技術職員の意見・要求が全学共用
機器の運営に反映される体制になった。

• N-BARD共用部門で決定した機器整備計画は
専門部会の審議をへて、理事・センター長会
議で全学の方針との整合性・予算規模を勘案
して統括部局の長である研究担当理事が決裁
する。

未来共創科学研究本部(本部長：研究担当理事）
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本事業の進捗状況

■当初の計画を大きく上回る進展があり、満足できる成果が出ている。

• 工学基盤機器の共用化体制の整備と年間契約による工学基盤機器の利用により令和5年
度の全学の機器利用料収入は1億円を超える。

• 利用料収入を2倍以上にするという目標を期間前倒しで実現した。
• 民間資金導入により事業終了後の継続的・自立的な機器共用運営が可能になった。

本事業開始時

• テストベッド棟の完成と大型設備整備の完了
（令和4年3月）

• 令和5年から企業に対して、年間契約により柔
軟な工学基盤機器の共用を開始
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工学基盤機器の外部利用のための新たな制度設計

■年間契約で、1年間自由に共用工学基盤機器を利用できる制度

• 年間契約により、契約した装置群を企業の開発スケジュールに合わせて年間を通して自
由に利用する事ができる。

• 企業が安心して共用機器を利用できるように、手順書、規約、契約書を整備。
• 3ヶ月程度の無償の利用期間で、企業の目的にあった装置群を選択してもらい、次年度
に年間契約を締結して指定した装置を年間を通して利用する。

• 令和4年度は試験運用、令和5年度から本格運用を開始した。

 令和5年度は9社が年間契約して利用している。
 企業7社とは8件の共同研究を実施している。
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経営戦略・資金計画

■計画を上回った進捗がある。

• 経営基盤運営上の最重要課題は、民間資金導入にあったが、工学基盤機器の外部利用の促
進により、利用料収入を倍増する目標を前倒しで達成した。本事業で雇用した工学基盤機
器管理運営を担う人材＊を継続雇用する。 *特任教授、特任助教、教育研究補助職員3名、一般契約職員

• 年間契約での利用を除く、全学共用機器の利用料収入・利用件数も僅かずつではあるが増
加している。

• 全学共用機器を一元管理するN-BARD共用部門が、全学共用機器として支援する機器を毎
年見直し、適正に機器群の整備・運用ができるように管理している。

 大学連携研究設備ネットワークへの共用機器の登録を進める一
方で、老朽化あるいは利用者のニーズが少ない装置について全
学共用機器の対象から外すなどの見直しを毎年行っている。
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人材育成

■計画を修正して遅れなく進捗している。

• コアファシリティ推進室で、技術職員が、本事業で計画していた技術職員の技能評価方法・研究へ
の貢献度評価方法とそれ基づくIR指標の策定に修正案を提案。技術職員の意見をもとに、本事業の
計画を変更した。

• 技術職員の研究への貢献度IR指標をもとに、技術職員の人員要求へとつなげる。
• 研究成果（論文・学会発表）から技術職員の貢献＊を抽出して、その件数をもとに評価指標を作成。
 ＊技術職員の貢献を論文謝辞へ記載、共著者として成果発表など。

●課題
• 多くの利用者が適正に技術職員の貢献を研究成果に記載する習慣がない。
• 利用者からの報告がないと、利用者の業績の追跡が難しい。

●解決策
• 全ての利用者にIDを付与して、利用者IDを論文謝辞に記載することを義務づける。

令和5年4月に、全利用者に利用者登録を更新してもらい、その際に利用者IDを付与した。
• 利用者IDから定期的に利用者の論文業績を検索することで、年次報告を待たずに利用者の論文への

技術職員の貢献の記載の有無を追跡し、N-BARD共用部門長から記載を促すように働きかけする。
• 持続的な働きかけで、利用者が技術職員の貢献を論文等に記載することを習慣化する。
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新たな利用者管理システムの運用： 令和5年4月

■全利用者にIDを付与する。

• 令和5年度4月に、全利用者に対して新たな利用者管理
システムで登録を更新してもらった。

• 利用者登録更新時に、論文等への謝辞の記載方法を例示
して、利用者IDの記載、技術職員の研究への寄与を論
文に反映させることを明記し、周知を図った。

• N-BARD共用部門のホームページにおいても謝辞の記載
例を明示して記載を依頼した。

• 体系的課題番号の記載も依頼した。

新たな利用者管理システムの入力画面

利用者IDによる利用者の情報管理

N-BARD共用部門のホームページでの謝辞記載の依頼
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その他の政策との連携

■計画を上回って進捗している。

• 「先端研究研究基盤共用促進事業」
 NMR-PLATFORM＊

 顕微イメージングソリューションプラットフォーム
 と連携して利用者が多様な先端機器を利用する機会を紹介している。

＊NMRプラットフォーム「先端研究課題」に採択された利用者は、3週間を限度に
無償で高磁場NMRを利用できる。（令和4年度 2課題、令和5年度 2課題）

• 年間契約で工学基盤機器を共用する企業との共同研究
 ・令和5年度は、9社が契約締結して、7社8課題の共同研究がスタート
 ・外部資金の導入だけではなく、工学基盤機器の共用を通してイノベーション創出

 に向けた産学連携活動へも繋がる。

デジタルものづくり教育研究センター
の工学基盤機器の利用状況
（令和5年度4月－5月の集計）
約50％を企業が利用する
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外部連携・国際化

■計画を上回って進捗している。

• 中国地方ファシリティネットワークによる中国地方
の国立大学間での機器共用（令和2年度協定締結）
 中国地方バイオネットワーク協議会を母体とする中国
地方ファシリティネットワーク運営会議を設置し、令
和5年度から本格的活動を開始

 利用者と支援者が緊密な関係を持つ大学を越えた機器
共用の実現

 山口大学・コアファシリティ事業は、バイオネット
ワークを支援。本学も協力して、バイオネットワーク
を基盤として、より多様な機種での大学間の機器共用
の実現

• 文部科学省世界トップレベル研究拠点プログラム
（WPI)との連携（令和4年度採択）国際化
 MIT, Cambridge U., Max Planck Inst. 等世界トップ

レベルの機関から研究者をPIとして招聘
 令和5年8月の時点で、約100名の研究者が参加。その

うち50％は外国人
 大学の共用機器を外国人が利用するうえでの利便性の

向上を図る必要がある。
 WPI事務部門長と連携して対応し、国際的な共同研究

の展開を支援する。
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